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４ 後見に関する公正証書

〇任意後見契約（将来型）の場合

〇〇年第〇〇〇〇号

任意後見契約公正証書

本職は、委任者花山咲子（以下「甲」という。）と受任者海原浩一（以下「乙」

という。）の嘱託により、その陳述の趣旨を録取してこの証書を作成する。

（契約の締結）

第１条 甲は、乙に対し、〇〇年〇〇月〇〇日、任意後見契約に関する法律（任

意後見契約法）に基づき、甲が、将来、事理を弁識する能力が不十分な状況に

なったときの甲の生活、療養監護及び財産の管理に関する事務（後見事務）を、

次に定める条項によって委任し、乙はこれを受任する。

（効力の発生）

第２条 この契約は、甲について任意後見監督人が選任されたときからその効力

を生じる。

（任意後見監督人の選任請求）

第３条 乙は、この契約締結後、甲が、精神上の障害によって、事理を弁識する

能力が不十分な状況になり、乙がこの契約による後見事務を行うことが相当と

なったときは、速やかに家庭裁判所に対し任意後見監督人の選任を請求するも

のとする。

（委任事務の範囲）

第４条 甲は、乙に対し、別紙代理権目録記載の後見事務（本件後見事務）を委

任し、その事務処理のための代理権を付与する。

（後見事務処理上の配慮義務）

第５条 乙は、甲の意思を尊重し、甲の身上に配慮しながら本件後見事務を処理

し、本件後見事務を処理するに当たっては、適宜甲と面接し、甲の日常生活を

援助する者（ヘルパー・介護者など）から甲の生活状況を聞き取り、甲の主治
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合に締結する任意後見契約のことで、任意後見契約に関する法律が予定する最も基本

的な契約形態です。この文例が、これに当たります。

「即効型の任意後見契約」は、契約締結後直ちに任意後見監督人の選任請求を行う

ことを予定する契約です。「移行型の任意後見契約」は、当面委任者が必要とする事務

は民法上の委任契約で賄うが、将来委任者が判断能力が低下した場合には公的監督の

もとで任意後見人による保護を受けたいとする場合に締結する契約です。委任者の判

断能力が低下した時点で、財産管理契約から任意後見契約に移行することを想定した

契約となっています。

「即効型の任意後見契約」については、後掲「任意後見契約（即効型）の場合」の

文例を、「移行型の任意後見契約」については、後掲「任意後見契約（移行型）の場合」

の文例を、それぞれ参照してください。

⑽ この文例について

この文例は、日本公証人連合会の文例委員会が作成した文例（同会機関誌「公証」127

号）を基本にして作成したもので、第１条の記載で明らかなように、委任者の生活全般

にわたり後見事務を委任する契約のものです。委任事項を限定する契約の場合は、そ

の委任事項によって、第１条、第５条、第６条などの記載が変わります。任意事項に

したがって工夫を要します。

◆実務アドバイス◆

①民事局長通達（平12・３・13民一634）抄

任意後見契約公正証書の作成

本人との面接等

ア 任意後見契約の公正証書を作成するに当たっては、本人の事理を弁識する

能力及び任意後見契約を締結する意思を確認するため、原則として本人と面

接するものとする（本人が病気等のため公証人役場に赴くことができない場

合は、公証人法第18条第２項ただし書の「事件ノ性質カ之ヲ許ササル場合」

に当たる。）。

イ 本人の事理を弁識する能力に疑義があるときは、任意後見契約の有効性が

訴訟や審判で争われた場合の証拠の保全のために、本人が契約の性質及び効

果を理解するに足りる能力を有することを証すべき診断書等の提出を求め、

証書の原本とともに保存し、又は本人の状況等の要領を録取した書面を証書

の原本とともに保存するものとする。
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参照条文

〇任意後見契約に関する法律
（定義）

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。

一 任意後見契約 委任者が、受任者に対し、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況における自己の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部を委託し、その委託に係る事務について代理権を付与する委任契約であって、第４条第１項の規定により任意後見監督人が選任された時からその効力を生ずる旨の定めのあるものをいう。

二〜四 〔省略〕

（任意後見契約の方式）

第３条 任意後見契約は、法務省令で定める様式の公正証書によってしなければならない。（任意後見人の解任）

第８条 任意後見人に不正な行為、著しい不行跡その他その任務に適しない事由があるときは、家庭裁判所は、任意後見監督人、本人、その親族又は検察官の請求により、任意後見人を解任することができる。
（任意後見契約の解除）

第９条 第４条第１項の規定により任意後見監督人が選任される前においては、本人又は任意後見受任者は、いつでも、公証人の認証を受けた書面によって、任意後見契約を解除することができる。

２ 第４条第１項の規定により任意後見監督人が選任された後においては、本人又は任意後見人は、正当な事由がある場合に限り、家庭裁判所の許可を得て、任意後見契約を解除することができる。

（後見、保佐及び補助との関係）
第10条 任意後見契約が登記されている場合には、家庭裁判所は、本人の利益のため特に必要があると認めるときに限り、後見開始の審判等をすることができる。２ 前項の場合における後見開始の審判等の請求は、任意後見受任者、任意後見人又は任意後見監督人もすることができる。
３ 第４条第１項の規定により任意後見監督人が選任された後において本人が後見開始の審判等を受けたときは、任意後見契約は終了する。

〇民 法

（委任）

第643条 委任は、当事者の一方が法律行為をすることを相手方に委託し、相手方がこれを承諾することによって、その効力を生ずる。
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職業なし

委任者 甲
花 山 咲 子

〇〇年〇〇月〇〇日生

住民票上の住所 埼玉県〇〇市〇町３番地の２

現住所 東京都〇〇区〇〇３丁目３番３号

会社員

受任者 乙
海 原 浩 一

〇〇年〇〇月〇〇日生

甲は、印鑑証明書により、乙は、運転免許証により、それぞれ人違いのないこ

とを証明した。以上の記載事項を読み聞かせたところ、甲、乙とも記載のとおり

であることを認めて次に署名押印した。

委任者 甲
花 山 咲 子 印

受任者 乙
海 原 浩 一 印

この証書は、〇〇年〇〇月〇〇日本職役場において、当事者の陳述の趣旨を録

取して、法律の規定に従って作成し、本職下に署名捺印する。

東京都〇〇区〇〇１丁目１番１号

東京法務局所属公証人
北 山 四 郎 職印

（別紙） 〔省略〕

●作成上の留意点●

１ 任意後見制度の概要

⑴ 成年後見制度

民法の一部改正により、これまでの禁治産・準禁治産の制度が改められ、補助・保

佐・後見という新しい成年後見制度になりました。併せて、任意後見契約という制度

が創設され（「任意後見契約に関する法律」）、後見等の登記の制度も設けられました

（「後見登記等に関する法律」）。

任意後見契約は、これまで法定後見一本だった成年後見制度に、私的自治の観点か

ら、自己決定の理念に即して、契約方式により、本人の意思を反映した後見制度を設

けたものです。むろん、事柄の性質上、本人の利益保護の必要から公的介入が必要で

その配慮もされています。
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